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第 1章 総 則 

第 1節 目的、第 2節 用語の定義 

 

 

 本市では清流長良川をはじめ、多くの河川が流れており、普段は私たちに様々な恵みと安らぎをも

たらしているが、昭和３４年の「伊勢湾台風」、昭和５１年の「９・１２豪雨災害」等に代表される

ように、ひとたび牙を剥けば容赦なく襲いかかり、これまで多くの尊い生命と、かけがえのない財産

が奪われてきた（第１章 第６節「岐阜市の地域特性」参照）。また一方で、近年の異常気象の影響

により台風の巨大化、局地的豪雨の多発など、水害のリスクは年々高まってきている。 

本計画は、水防法（昭和２４年法律第１９３号、以下「法」という。）第４条の規定に基づき、岐

阜県知事から指定された指定水防管理団体たる岐阜市が、同法第３３条の規定に基づき、洪水、内水

等による水災を警戒し、防御し、被害を軽減することを目的として、岐阜市内の水防業務及びその円

滑な実施のために必要な事項を規定するものである。 

 

 

 

 

 主な水防用語の意義は次のとおりである。 

用語 定義 

水防管理団体 
水防の責任を有する市町村又は水防に関する事務を共同に処理する水防

事務組合若しくは水害予防組合をいう（法第２条第２項）。 

指定水防管理団体 
水防上公共の安全に重大な関係のある水防管理団体として知事が指定し

たものをいう（法第４条）。 

水防管理者 
水防管理団体である市町村の長又は水防事務組合の管理者若しくは水害

予防組合の管理者をいう（法第２条第３項）。 

量水標管理者 

量水標、験潮儀その他の水位観測施設の管理者をいう。（法第２条第７項、

法第１０条第３項）。 

都道府県の水防計画で定める量水標管理者は、都道府県の水防計画で定め

るところにより、水位を通報及び公表しなければならない（法第１２条）。 

水防協力団体 

水防に関する業務を適正かつ確実に行うことができると認められる法人、

その他法人でない団体であって、事務所の所在地、構成員の資格、代表者

の専任方法、総会の運営、会計に関する事項その他該当団体の組織及び運

営に関する事項を内容とする規約その他これに準ずるものを有している

ものとして水防管理者が指定した団体をいう（法第３６条第１項）。 

洪水予報河川 

国土交通大臣又は都道府県知事が、流域面積が大きい河川で、洪水により

国民経済上重大又は相当な損害が生じるおそれがあるとして指定した河

川をいう（法第１０条第２項、法第１１条第１項）。 

 

 

第１節 目的 

第２節 用語の定義 
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第 1章 総 則 

第 2節 用語の定義 

 

用語 定義 

洪水予報 

国土交通大臣又は都道府県知事が洪水予報河川について気象庁長官と共

同して、洪水のおそれの状況を基準地点の水位又は流量を示して行う洪水

の予報等をいう（法第１０条第２項、法第１１条第１項、気象業務法（昭

和２７年法律第１６５号）第１４条の２第２項及び第３項）。 

水位周知河川 

洪水予報河川以外の河川で、国土交通大臣又は都道府県知事が、洪水によ

り国民経済上重大又は相当な損害が生じるおそれがあるものとして指定

した河川をいう。国土交通大臣又は都道府県知事は、水位周知河川につい

て、当該河川の水位があらかじめ定めた氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）

に達したとき、水位又は流量を示して通知及び周知を行う（法第１３条）。 

水位到達情報 

水位到達情報とは、水位周知河川において、あらかじめ定めた氾濫危険水

位（洪水特別警戒水位）への到達に関する情報のほか、氾濫注意水位（警

戒水位）、避難判断水位への到達情報、氾濫発生情報のことをいう。 

市町村長による避難指示等の発令判断のための重要な情報となる。 

水防警報河川 

国土交通大臣又は都道府県知事が、洪水により国民経済上重大又は相当な

損害が生じるおそれがあるとして指定した河川をいう（法第１６条第１

項）。 

水防警報 

国土交通大臣又は都道府県知事が、水防警報河川について、洪水によって

災害が起こるおそれがあるとき、水防を行う必要がある旨を警告して行う

発表をいう（法第２条第８項、法第１６条）。 

水防団待機水位 

（通報水位） 

量水標の設置されている地点ごとに都道府県知事が定める水位で、各水防

機関が水防体制に入る水位（法第１２条第１項に規定される通報水位）を

いう。 

水防管理者又は量水標管理者は、洪水の恐れがある場合において、量水標

等の示す水位が水防団待機水位（通報水位）を超えるときは、その水位の

状況を関係者に通報しなければならない。 

氾濫注意水位 

（警戒水位） 

水防団待機水位を超える水位であって、洪水による災害の発生を警戒すべ

きものとして都道府県知事が定める水位をいう（法第１２条第２項に規定

される警戒水位）。水防団の出動の目安となる水位である。 

量水標管理者は、量水標等の示す水位が氾濫注意水位（警戒水位）を超え

るときは、その水位の状況を公表しなければならない。 

避難判断水位 
市町村長の高齢者等避難の発表の目安となる水位であり、住民の氾濫に関

する情報への注意喚起となる水位をいう。 
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第 1章 総 則 

第 2節 用語の定義 

 

用語 定義 

氾濫危険水位 

洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫の起こるおそれがある

水位をいう。市町村長の避難指示の発令判断の目安となる水位である。水

位周知河川においては、法第１３条第１項及び第２項に規定される洪水特

別警戒水位に相当する。 

洪水特別警戒水位 

法第１３条第１項及び第２項に定める洪水による災害の発生を特に警戒

すべき水位。氾濫危険水位に相当する。国土交通省又は都道府県知事は、

指定した水位周知河川においてこの水位に到達したときは、水位到達情報

を発表しなければならない。 

重要水防箇所 
堤防の決壊、漏水、川の水があふれる等の危険が予想される箇所であり、

洪水等に際して水防上特に注意を要する箇所をいう。 

洪水浸水想定区域 

洪水予報河川、水位周知河川及び当該河川の周辺地域に住宅、要配慮者利

用施設その他の洪水時に避難を行うことが想定される者が居住若しくは

滞在する建築物又は避難施設、避難路その他の洪水時における避難の用に

供する施設が存し、かつ、当該周辺地域の市町村の市町村長が当該周辺地

域における洪水の発生のおそれに関する雨量、当該河川の水位その他の情

報を入手することができる河川について、洪水時の円滑かつ迅速な避難を

確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るた

め、想定し得る最大規模の降雨により当該河川において氾濫が発生した場

合に浸水が想定される区域として国土交通大臣又は都道府県知事が指定

した区域をいう。（法第１４条） 
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第 1章 総 則 

第 3節 水防の責任等 

 

 

 水防に関係する各主体について、水防法に規定されている責任及び義務は次の通りである。 

（１）水防管理団体の責任 

  管轄区域内の水防を十分に果たすべき責任を有する（法第３条）。具体的には、主に次のような

事務を行う。 

ア 水防団の設置（法第５条） 

イ 水防団員等の公務災害補償（法第６条の２） 

ウ 平常時における河川等の巡視（法第９条） 

エ 水位の通報（法第１２条第１項） 

オ 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための措置（法第１５条） 

カ 避難確保計画又は浸水防止計画を作成していない地下街等の所有者又は管理者への必要な指示、

指示に従わなかった旨の公表（法第１５条の２） 

キ 避難確保計画を作成していない要配慮者利用施設の所有者又は管理者への必要な指示、指示に

従わなかった旨の公表（法第１５条の３） 

ク 水防団及び消防機関の出動準備又は出動（法第１７条） 

ケ 緊急通行により損失を受けた者への損失補償（法第１９条第２項） 

コ 警戒区域の設定（法第２１条） 

サ 警察官の援助の要求（法第２２条） 

シ 他の水防管理者又は市町村長若しくは消防長への応援要請（法第２３条） 

ス 堤防決壊等の通報、決壊後の措置（法第２５条、法第２６条） 

セ 公用負担により損失を受けた者への損失補償（法第２８条第３項） 

ソ 避難のための立ち退きの指示（法第２９条） 

タ 水防訓練の実施（法第３２条の２） 

チ 水防計画の策定及び要旨の公表（法第３３条第１項及び第３項） 

ツ 水防協議会の設置（法第３４条） 

テ 水防協力団体の指定・公示（法第３６条） 

 ト 水防協力団体に対する監督等（法第３９条） 

 ナ 水防協力団体に対する情報の提供又は指導若しくは助言（法第４０条） 

 ニ 水防従事者に対する災害補償（法第４５条） 

 ヌ 消防事務との調整（法第５０条） 
 

（２）居住者の義務 

 ア 水防への従事（法第２４条） 

 イ 水防通信への協力（法第２７条） 
 

（３）水防協力団体の義務 

 ア 決壊の通報（法第２５条） 

 イ 決壊後の処置（法第２６条） 

 ウ 水防訓練の実施（法第３２条の２） 

 エ 業務の実施等（法第３６条、第３７条、第３８条） 

第３節 水防の責任等 
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第 1章 総 則 

第 4節水防計画の作成及び変更、第 5節 安全配慮 

 

 
 

 市は、法第３３条及び岐阜市水防協議会条例の規定に基づき岐阜市水防協議会を設置し、毎年検討

を加え、必要があると認めるときはこれを修正しなければならない。 

なお、岐阜市水防計画作成後に「岐阜市地域防災計画」が改定された場合は、それに準ずるものと

する。 

 
 

 

 

 水防活動に従事するものは、水災に際し、水防団自身の安全確保に留意して下記事項を順守し、水

防活動を実施するものとする。 

 また、避難誘導や水防作業の際も、水防団員自身の安全は確保しなければならない。 

・水防活動を行う際は、ヘルメット及びライフジャケットを着用する。 

・水防活動時には、大雨・洪水等の気象情報を常に確認する。 

・指揮者は、水防活動が長時間にわたるときは、疲労に起因する事故を防止するため団員を

随時交代させる。 

・水防活動は、原則として複数人で行う。 

・指揮者は、現場状況の把握に努め、水防団員の安全を確保するため、必要に応じ、すみや

かに退避を含む具体的な指示や注意を行う。 

・指揮者は、活動中の不測の事態に備え、退避方法、退避場所、退避を指示する合図等を事

前に徹底する。 

・出水期前に、安全確保のための研修を実施する

第４節 水防計画の作成及び変更 

第５節 安全配慮 
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第 1章 総 則 

第 6節 岐阜市の地域特性 

 
 
第１項 自然的条件 

（１）位置・地形等 

岐阜県の南部に位置し、濃尾平野の北端に当たる。東部及び北部は、古生層の上に洪積

層・沖積層が累積し、南部は、一帯が新世層で第三期層とローム層を含む沖積層によって

構成される。また市内を横切るように、北東から南西にかけて長良川が流れており、市の

大部分は長良川と支流の扇状地と自然堤防地帯にあたる。扇状地の長良川は典型的な天井

川で、市の中心部より川の水面の方が常に高く、大雨の際には洪水の危険が伴う。 

また市の中央部から東北部にかけて、稲葉山系の山がそびえ、中央部を東西に貫流する

長良川により南部と北部とに区分され、南部は、境川、荒田川、論田川、大江川などの支

派川とこれらに注ぐ小河川、排水路がある。北部は、伊自良川、鳥羽川、板屋川、根尾川

などの支派川とこれらに注ぐ小河川、排水路があり、地勢は 1,000 分の 1 の傾斜をなし、

これら支派川等の流水は、平常時においては長良川に自然流下する。 

 

（２）気候 

本市の気候は、東海型の気候を示し、冬季は北西ないし西よりの風が強く、降水量が少

なく温暖であり、夏季は南よりの風が強く、著しく高温多湿である。 

 

第２項 社会的条件 

  本市は、面積203.60k㎡という市域を持ち、人口は、399,492人、世帯数186,907世帯であ

り、人口集中地区面積は62.62k㎡である。なお、外国人の在住は、10,786人、6,691世帯で

ある。また、本市の平均年齢は、48.07歳で、市中心部ほど高齢化が進んでいる。（令和６

年４月１日現在） 

 

第３項 水害特性 

水害は、本市の地理的条件から山間部水害と平野部水害に大別される。山間部水害は、

土地の崩壊、土砂の流出等により、人命の被害、家屋、耕地等の流埋没あるいは道路、橋

りょうの被害が著しい。平野部における水害は、長良川の堤防が決壊した場合、家屋の流

失や人的被害が著しい。なお、近年は堤防の決壊を伴う大規模な洪水は発生していないが、

異常気象により短時間に強い雨が降り、支流河川の越水等による浸水被害が発生している。 

過去の水害の被災状況については、別表の「過去に発生した主な水害の概要」とおり記

す。 

 

 

 

 

 

 

第６節 岐阜市の地域特性 
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第 1章 総 則 

第 6節 岐阜市の地域特性 

・過去に発生した主な水害の概要 

災害発生年月日 災害の種別 被害地域 被害状況その他 

昭和34.9.26 

(災害救助法適用) 

風 水 害 

(伊勢湾台風) 
市全域 

死者13人、負傷377人 

全壊家屋401世帯、半壊家屋946世帯 

流失家屋5世帯、非住家被害708戸 

床上浸水1,369世帯、床下浸水3,065世帯 

り災者5,781世帯 

昭和35.8.13 

(災害救助法適用) 

風 水 害 

(台風11.12号) 
〃 

全壊家屋23世帯、半壊家屋333世帯 

流失家屋12世帯、床上浸水2,053世帯 

り災者6,867世帯 

昭和36.6.27 

(災害救助法適用) 

水  害 

(梅雨前線) 
〃 

死者2人、負傷2人 

全壊家屋5世帯、半壊家屋26世帯 

床上浸水4,374世帯、床下浸水19,721世帯 

り災者24,126世帯 

昭和36.9.17 

(災害救助法適用) 

風 水 害 

(第2室戸台風) 
〃 

死者2人 

全壊家屋25世帯、半壊家屋204世帯 

床上浸水318世帯、床下浸水2,793世帯 

り災者3,340世帯 

昭和49.7.25 

(災害救助法適用) 

水  害 

(低気圧) 
〃 

負傷2人 

半壊家屋1世帯 

床上浸水738世帯、床下浸水5,344世帯 

り災世帯6,083世帯(り災者23,122人) 

昭和51.9.8 

(災害救助法適用) 

水  害 

(台風17号) 
〃 

死者5人、負傷7人 

全壊家屋6世帯、半壊家屋14世帯 

床上浸水11,363世帯、床下浸水30,079世 

り災者数146,009人 

平成2.9.19 水  害 

(台風19号) 
〃 

死者1人、一部破損1世帯 

床上浸水11世帯・床下浸水135世帯 

り災人員464人 

平成4.8.12 
水  害 

(集中豪雨) 
〃 

床上浸水16世帯、床下浸水707世帯 

り災人員2,458人 

 

平成12.9.11 

水  害 

(集中豪雨) 

 

〃 

床上浸水3世帯、床下浸水68世帯 

避難勧告430世帯(1,300人) 

平成16.10.20 
水  害 

(台風23号) 

三輪地域 

藍川地域 

床上浸水80世帯、床下浸水47世帯 

避難者数1,012人 

 

平成20.8.28 
水  害 

(集中豪雨) 

長森南 

地域等 

半壊3世帯、一部破損1世帯 

床上浸水35世帯、床下浸水103世帯 

避難世帯14世帯 

平成25.9.4 水  害 

（集中豪雨） 
市全域 

一部破損3世帯 

床上浸水15世帯、床下浸水105世帯 

避難世帯8世帯 
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第 1章 総 則 

第 6節 岐阜市の地域特性 

 

第４項 岐阜市水防団 

 

  古くから幾度となく洪水被害に悩まされてきた本市では、水害から市民の生命・財産を

守るため、全国的に水防業務を消防団が兼務している地域が多いなか、専任の水防団とし

て活躍している。 

 

（１）経緯 

年 月日 内容 

昭和３１年 ２月７日 岩野田水防団結成 

 ７月１日 島水防団結成 

 ７月２３日 日野水防団結成 

昭和３２年 ４月１日 岐阜市水防団設置条例を制定 

 ９月３０日 黒野水防団結成 

 １０月１２日 方県水防団結成 

昭和３３年 ４月２８日 常磐水防団結成 

 ７月 第１回岐阜市水防連合演習を実施 

昭和３４年 ７月 金華水防団結成 

 ９月２６日 伊勢湾台風で東海地方に大被害 

昭和３５年 ５月１１日 長良西水防団結成 

 ８月１８日 長良水防団結成 

 ８月１９日 合渡水防団結成 

 ８月３０日 芥見水防団結成 

昭和３６年 ４月１日 岐阜市水防協会設立 

 ９月２５日 三輪水防団結成 

昭和３７年 ７月１日 
加納輪中水害予防組合の解散に伴い、京郷、本荘、鏡島、市

橋、加納、三里、日置江水防団が岐阜市の水防団として結成 

 ９月２３日 木田水防団結成 

昭和４２年 ４月１日 鷺山水防団結成 

昭和４４年 ４月１日 岩水防団結成 

昭和４５年 ４月１日 網代、西郷水防団結成 

昭和４８年 ４月１日 則武水防団結成 

昭和５１年 ９月１２日 ９．１２豪雨災害 

昭和５９年 ４月１日 七郷水防団結成 

平成４年 ４月 芥見水防団加野地区が分離し、藍川水防団として結成 

平成１８年 １月 
柳津町との合併で境川右岸下流地帯水防事務組合が解散し、

鶉、佐波水防団が岐阜市の水防団となる 

 

災害発生年月日 災害の種別 被害地域 被害状況その他 

平成30.7.7-8 

(災害救助法適用) 

(大雨特別警報発表) 

水  害 

（梅雨前線） 
合渡地域等 

負傷者1人、床上浸水10件、床下浸水16件 

避難世帯209世帯432名 
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第 1章 総 則 

第 6節 岐阜市の地域特性 

年 月日 内容 

令和３年 ４月１日 
柳津西、柳津東、茜部、厚見水防団は、岐阜市及び木曽川右

岸地帯水防事務組合に所属。 

令和４年 １２月１９日 
長森南水防団結成。岐阜市及び木曽川右岸地帯水防事務組合

に所属。 

 

（２）組織 

  岐阜市水防団は、市内３４水防団、団員数１，６９０名（令和６年４月１日現在）にて

組織されている。詳細については、本編資料「１．水防団等の構成」及び「２．水防団長

等一覧」を参照のこと。 

 

 

（３）業務内容 

  岐阜市水防団は、日々の訓練により水防工法（本編資料「１２．水防工法」参照）の習

得に努め、また水害及びこれが予想される場合は、状況に応じ待機、準備、出動し水害を

最小限に抑えるよう水防活動を行う（第６章 第１節「水防活動」参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・水防訓練により水防工法の習熟

に努める。 

 

・堤防、樋管等を巡視し、異常  

箇所がないかを確認、報告する。 

 

 

 

 

・水防警報が発せられたとき、水

位が氾濫注意水位に達したと

き、その他水防上必要があると

認められる場合は、状況に応じ、

待機、準備、出動し、水防活動

を行う。 

 

・堤防、樋管等を巡視し、異常  

箇所がないかを確認、報告する。 

 （岐阜市において震度４以上の

地震が発生した場合も同様） 

 

平常時 非常時 

市民の安心・安全な暮らしを守る 
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第 1章 総 則 

第 6節 岐阜市の地域特性 

 



 

 

 

 

 

第６章 重要水防箇所 
 

 

 

 

 

第１節 定義 

第２節 国管理区間における重要水防箇所 

第３節 県管理区間における重要水防箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 重要水防箇所 
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第 2章 重要水防箇所 

第 1節 定義、第 2節 国管理区間における重要水防箇所 

第１節  定 義 

 堤防の破堤、河川からの溢水、氾濫により人命、財産に重要な被害を及ぼす箇所で、水

防活動を重点的に行う必要のある箇所をいう。 

 なお、岐阜市水防計画では、各地区水防団の分担区域と合わせて表記する。（本編資料「３．

岐阜市水防団分担区域及び重要水防箇所」参照） 

 

 

第２節  国管理区間における重要水防箇所 

・評定基準については、次のとおりである。 

 

重要水防箇所評定基準 

種類 
重要度 

要注意区間 
A 水防上最も重要な区間 B 水防上重要な区間 

越水 

（溢水） 

〇計画高水流量規模の洪水の

水位（高潮区間の堤防にあって

は計画高潮位）が現況の堤防高

を越える箇所。 

〇計画高水流量規模の洪水の水位

（高潮区間の堤防にあっては計画

高潮位）と現況の堤防高との差が

堤防の計画余裕高に満たない箇

所。 

 

堤体漏水 〇堤防の機能に支障が生じる

堤体の変状の履歴（被災状況が

確認できるもの）があり、類似

の変状が繰り返し生じている

箇所。 

 

〇堤体の土質、法匂配等からみ

て堤防の機能に支障が生じる

堤体の変状の生じるおそれが

あり、かつ堤防の機能に支障が

生じる堤体の変状の履歴（被災

状況が確認できるもの）がある

箇所。 

 

〇水防団等と意見交換を行い、

堤体漏水が生じる可能性が特

に高いと考えられる箇所。 

〇堤防の機能に支障が生じる堤体

の変状の履歴（被災状況が確認で

きるもの）があり、安全が確認さ

れていない箇所、又は堤防の機能

に支障は生じていないが、進行性

がある堤体の変状が集中している

箇所。 

 

〇堤防の機能に支障が生じる堤体

の変状の履歴（被災状況が確認で

きるもの）はないが、堤体の土質、

法匂配等からみて堤防の機能に支

障が生じる堤体の変状の生じるお

それがあると考えられる箇所。水

防団等と意見交換を行い、堤体漏

水が生じる可能性が高いと考えら

れる箇所。 

 

 

第１節 定義 

第２節 国管理区間における重要水防箇所 
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 第 2章 重要水防箇所 

第 2節 国管理区間における重要水防箇所 

種類 
重要度 

要注意区間 
A 水防上最も重要な区間 B 水防上重要な区間 

基礎地盤漏

水 

〇堤防の機能に支障が生じる

基礎地盤漏水に関係する変状

の履歴（被災状況が確認できる

もの）があり、類似の変状が繰

り返し生じている箇所。 

 

〇基礎地盤の土質等からみて

堤防の機能に支障が生じる変

状の生じるおそれがあり、かつ

堤防の機能に支障が生じる基

礎地盤漏水に関係する変状の

履歴（被災状況が確認できるも

の）がある箇所。 

 

〇水防団等と意見交換を行い、

基礎地盤漏水が生じる可能性

が特に高いと考えられる箇所。 

〇堤防の機能に支障が生じる基礎

地盤漏水に関係する変状の履歴

（被災状況が確認できるもの）が

あり、安全が確認されていない箇

所、又は堤防の機能に支障は生じ

ていないが、進行性がある基盤漏

水に関係する変状が集中している

箇所。 

 

〇堤防の機能に支障が生じる基礎

地盤漏水に関係する変状の履歴

（被災状況が確認できるもの）は

ないが、基礎地盤漏水の土質等か

らみて堤防の機能に支障が生じる

変状の生じるおそれがあると考え

られる箇所。 

 

〇水防団等と意見交換を行い、基

礎地盤漏水が生じる可能性が高い

と考えられる箇所。 

 

水衝・洗掘 〇水衝部にある堤防の前面の

河床が深掘れしているが、その

対策が未施工の箇所。 

 

〇橋台取り付け部やその他の

工作物の突出箇所で、堤防護岸

の根固め等が洗われ一部破損

しているが、その対策が未施工

の箇所 

 

〇波浪による河岸の決壊等の

危険に瀕した実績があるが、そ

の対策が未施工の箇所。 

 

 

 

 

〇水衝部にある堤防の前面の河床

が深掘れにならない程度に洗掘さ

れているが、その対策が未施工の

箇所。 
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第 2章 重要水防箇所 

第 1節 定義、第 2節 国管理区間における重要水防箇所 

種類 
重要度 

要注意区間 
A 水防上最も重要な区間 B 水防上重要な区間 

工作物 〇河川管理施設等応急対策基

準に基づく改善措置が必要な

堰、橋梁、樋管その他の工作物

の設置されている箇所 

 

〇橋梁その他の河川横断工作

物の桁下高等が計画高水流量

規模の洪水の水位（高潮区間の

堤防にあっては計画高潮位）以

下となる箇所 

〇橋梁その他の河川横断工作物の

桁下高等と計画高水流量規模の洪

水の水位（高潮区間の堤防にあっ

ては計画高潮位）との差が堤防の

計画余裕高に満たない箇所 

 

工事施工   〇出水期間中に堤

防を開削する工事

箇所又は仮締切り

等により本堤に影

響を及ぼす箇所。 

新堤防・破堤

跡・旧川跡 

  〇新堤防で築造後

３年以内の箇所。 

〇破堤跡又は旧川

跡の箇所。 

陸閘   〇陸閘が設置され

ている箇所。 

○重点区間：水防時に重点的に巡視すべき区間で、重要度Ａ、Ｂ及び要注意区間の中から設定 

○重要度Ａ：水防上最も重要な区間   ○重要度Ｂ：水防上重要な区間 

○要注意区間：水防上注意を要する区間 

●重点監視区間：重点的に堤防の浸透･侵食による変状の監視を行う区間 
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 第 2章 重要水防箇所 

第 2節 国管理区間における重要水防箇所 

第３節  県管理区間における重要水防箇所 

 ・評定基準については、次のとおりである。 

   注意度Ａとは、被害が次に該当するところとする。 

    １．人命の危険に及ぶと想定される場合 

    ２．住居浸水が相当数になると想定される場合 

    ３．国道・県道等が冠水し、交通不能が１日以上にわたるものと想定される場合 

    ４．その他重大な被害が想定される場合 

   注意度Ｂとは、被害が次に該当するところとする。 

    Ａより被害が軽微であると想定されるが、注意を要する箇所。 

・「重要水防箇所」を指定する場合の点検項目 

種類 内容 

堤防高の不足 

河川整備計画による計画堤防高より低い堤防 

最近の出水において越水氾濫のあった堤防 

被災水位までの築堤となっている堤防 

漏水 

堤体から漏水の実績がある堤防 

漏水対策工事を実施したが、まだ日の浅い堤防 

漏水のおそれが想定される堤防 

堤防断面が小さい 
標準的な堤防断面形より小さな堤防（堤防の法勾配が２割より堤防急

であったり、天端幅が非常に小さい一般に剃刀堤といわれる堤防。） 

堤体の強度不足 
堤体や基礎地盤の土質が軟弱で法崩れや沈下の実績がある堤防 

法崩れ、沈下対策工事を実施して、まだ日の浅い堤防 

水衝部（水当たり） 
洪水時に水衝部となり、堤体、護岸、根固め、水制等に不安のある堤

防 

洗掘 護岸、根固め等の前面が異常に洗掘されている箇所 

工事施工中 
出水期を控え堤防を堀削したり、仮締切工事を実施中の堤防 

樋門、樋管工事等堤防を堀削した工事が完了して、まだ日の浅い堤防 

堤防を横断する工作物 老朽した樋門、樋管等の堤防横断工作物 

河川を横断する工作物

（発電用の施設を除く） 

可動扉の作動が、洪水の疎通に重大な影響のある施設 

取付護岸の不備 

老朽化工作物 

陸閘 陸閘が設置されている箇所 

疎通能力の不足 河道が狭少で、氾濫が頻発している箇所 

護岸不備 

必要である護岸がなされていない箇所 

護岸が老朽、ぜい弱であったり、被災を受け未だ復旧、修繕の行われ

ていない箇所 

 

第３節 県管理区間における重要水防箇所 



 

 

 

 

 

第２章 水防組織 
 

 

 

 

 

第１節 市の水防組織 

第２節 水防団及び消防団 

第３節 協力及び応援 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 水防組織 
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第 3章 水防組織 

第 1節 市の水防組織 

  
体制等 気象、水位要件 設置本部 

準備体制 

①次の注意報のうち、いずれかが岐阜市に発表され

たとき 

・大雨注意報・洪水注意報 

②境川の馬橋観測所水位が、9.80mに達したとき 

③長良川、境川以外の河川が、水防団待機水位に達

したとき 

 

警
戒
体
制 

第一警戒体制 

①次の警報のうち、いずれかが岐阜市に発表

されたとき 

・大雨警報・洪水警報・暴風警報 

②境川の馬橋観測所水位が9.80mを超え、水

防団待機水位まで上昇するおそれがあるとき 

③長良川が、水防団待機水位に達したとき 

④長良川・境川以外の河川が、氾濫注意水位を超え、

更に上昇するおそれがあるとき 

⑤岐阜市及び岐阜市周辺で、局地的集中豪雨が発生

し、又は発生するおそれがあるとき 

《災害警戒本部》 

16-1会議室に設置する。 

・警戒本部長(基盤整備部 団長) 

・警戒副本部長（都市防災部 上席者） 

・警戒本部員（都市防災部、基盤整備部、 

まちづくり推進部、都市建設部、経済

部 

各１名） 

 

・任務内容 

 ①災害応急対策の活動方針の指示 

 ②河川情報、水位情報及び土砂災害情報

などの情報収集及び情報伝達 

 ③避難準備に関する指示 

 
第二警戒体制 

①長良川・境川が、氾濫注意水位を超え、更に上昇

するおそれがあるとき 

②長良川・境川以外の河川が、避難判断水位を超え、

更に上昇するおそれがあるとき 

③岐阜市に大雨警報（土砂災害）が発表され、かつ、

土砂災害の危険度分布（土砂キキクル）が「警戒

（赤）」となり、土砂災害警戒情報に関するメッシ

ュ情報（土砂災害危険度判定）において土砂災害警

戒情報の基準に達するおそれがあるとき 

④岐阜市に大雨注意報が発表され、当該注意報の中

で、夜間～翌日早朝に大雨警報（土砂災害）に切り

替える可能性が言及されているとき 

⑤県内の他自治体に、特別警報が発表されたとき 

非
常
体
制 

第一非常体制 

①長良川が、避難判断水位（長良橋観測所は出動水

位）に達したとき 

②長良川以外の河川が、氾濫危険水位を超え、更に

上昇するおそれがあるとき 

③岐阜市に土砂災害警戒情報が発表されたと

き 

④岐阜市に大雨警報、洪水警報、暴風警報の全てが

発表されたとき 

⑤岐阜市に特別警報が発表されたとき又は岐阜市

において特別警報に準ずる気象現象が発生したと

き 

⑥その他局所的な災害で、大規模な被害が発生し、

又は発生するおそれがあるとき 

《災害対策本部》 

６階災害対策本部室、災害対策本部事務室

に設置する。 

・本部長（市長） 

・副本部長（副市長） 

・本部員（各部室長） 

 

※その他組織編成、分担任務の詳細につい

ては、「水防活動（第６章 第１節）」及

び「岐阜市地域防災計画 一般対策計画」

を参照のこと。 

第１節 市の水防組織 
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第 3章 水防組織 

第 1節 市の水防組織、第 2節 水防団及び消防団 

体制等 気象、水位要件 設置本部 

非
常
体
制 

第二非常体制 

①災害により、市内の広域に被害が発生するおそれ

があるとき。 

 

《災害対策本部》 

※１ その他市長が各体制を命じたとき。 

※２ この計画中、長良川以外の河川とは、本編資料「１５．量水標設置場所及び水位基準」の河川名の欄に掲げる、長良川以

外の河川をいう。 

 

【市本部の体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 洪水から市民を守るため、市内においては岐阜市に所属する水防団が２９団、木曽川右岸

水防事務組合に所属する水防団が５団、そして水防団がいない区域については、岐阜市消防

団が活動している。 

なお、詳細については、「岐阜市の地域特性（第１章 第６節）」、本編資料「１．水防団等

の構成」及び「２．水防団連絡先一覧表」を参照のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※木曽川右岸地帯水防事務組合に所属する５団を含む。 

 

第２節 水防団及び消防団 

岐阜市内における水防団及び消防団 

岐阜市に所属する水防団(※) 

全３４水防団 

団員数１，６９０名 

岐阜市消防団 

全３団 ３９分団 

基本団員数１，１２９名 

木曽川右岸地帯水防事務組合に 

所属する水防団 

市内５団（全１６団） 

市内団員数１３２名（全４４８名） 

市本部の体制 

準備体制 

警戒体制 

非常体制 

第一警戒体制 

第二警戒体制 

第一非常体制 

第二非常体制 
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第 3章 水防組織 

第 3節 協力及び応援 

 

第２節 協力及び応援 
第１項 河川管理者の協力 
  河川管理者国土交通省中部地方整備局長又は岐阜県知事は、自らの業務等に照らし可能

な範囲で、水防管理団体が行う水防のための活動に次の協力を行う。 

【河川管理者の協力が必要な事項】 

 （１）管理河川に関する情報の提供 

 （２）重要水防箇所の合同点検の実施 

 （３）水防管理団体が行う水防訓練及び水防技術講習会への参加 

 （４）水防管理団体及び水防協力団体の備蓄資器材で不足するような緊急事態に際し、河

川管理者の応急復旧資器材又は備蓄資器材の提供 

 （５）水防活動の記録及び広報 

 

第２項 下水道管理者の協力 
下水道管理者は、自らの業務等に照らし可能な範囲で、水防管理団体が行う水防のため

の活動に次の協力を行う。 

【下水道管理者の協力が必要な事項】 

（１） 管理下水道（雨水渠）に関する情報の提供 

（２） 水防管理団体及び水防協力団体の備蓄資器材で不足するような緊急事態に対する応

急復旧資器材又は備蓄資器材の提供 

 

第３項 水防管理団体相互の応援及び相互協定 
水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者は木曽川右岸地帯水防事務組合に対し

て応援を求めるものとする。 

また、木曽川右岸地帯水防事務組合から応援を求められた場合は、自らの水防に支障が

ない限りその求めに応じるものとする。 

応援のため派遣された者は、水防について応援を求めた水防管理者の所轄の下に行動す

るものとする。 

 

第４項 警察官の援助要求 
水防管理者は、水防のために必要があると認めるときは、岐阜市内の警察署長に対して、

警察官の出動を求めるものとする。また、その方法については、岐阜市内の警察署長と協

議しておくものとする。 

 

第５項 自衛隊の派遣要請 
水防管理者は、災害に際し、自らの能力で処理することが困難な事態が予想されるとき

は、災害対策基本法第 68 条の２に基づき、知事に自衛隊の災害派遣の要請を求めるものと

する。派遣要請に当たっては次の事項を明らかにするものとする。 

ア 災害の状況及び派遣要請を要求する事由 

イ 派遣を希望する期間 

ウ 派遣を希望する区域及び活動内容 

エ 派遣部隊が展開できる場所 

オ 派遣部隊との連絡方法、その他参考となるべき事項 

なお、知事に自衛隊の災害派遣の要請を要求することができない場合には、水防管理者

が直接、自衛隊等に派遣を要請する旨の通知等を行う。 

第３節 協力及び応援 
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第 3章 水防組織 

第 3節 協力及び応援 

第６項 国（河川事務所）との連携 
・洪水予報連絡会 

市は、県や国土交通省河川事務所が開催する連絡会に参加し、重要水防箇所、河川改

修状況、堤防整備状況、水防警報の連絡系統、既往洪水における出水状況、水防資材整

備状況、その他水防に必要な河川・海岸情報について情報収集を行う。 

  

第７項 企業（地元建設業等）との連携 
市は、岐阜土木工業会等との協定に基づき、出水時の水防活動の応援を依頼する。 

 

第８項 住民、防災機関等との連携 
市は、水防活動の実施に当たっては、地域住民、そして岐阜市地域防災計画に定める防

災機関等と連携を図り、水防のため必要があるときは、住民等に水防活動への協力を求め

るものとする。 

 

第９項 水防協力団体 
水防管理団体は、下記に掲げる業務ができると認められる法人その他これに準ずるもの

として国土交通省令で定める団体を、その申請により、水防協力団体として指定すること

ができる。 

ア 水防団又は消防機関が行う水防上必要な監視、警戒その他の水防活動に協力するこ

と。 

イ 水防に必要な器具、資材又は設備を保管し、及び提供すること。 

ウ 水防に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。 

エ 水防に関する調査研究を行うこと。 

オ 水防に関する知識の普及及び啓発を行うこと。 

カ 前各号に掲げる業務に付帯する業務を行うこと。 

 

  なお、水防関係機関の連絡先等については、本編資料「４．水防関係機関」を参照のこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

第５章 水防施設 
 

 

 

 

 

第１節 水防施設 

第２節 排水機場、水門等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 水防施設 
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第 4章 水防施設 

第 1節 水防施設 

 

 

（１）市内の水防施設及び備蓄資器材は、本編資料「５．水防倉庫及び格納資器材」、「６．

水防団員詰所」及び「７．その他水防施設」のとおりである。 

 

（２）水防管理者は、土砂採取予定地を選定し立札をもって明示すること。この場合あらか

じめ当該土木事務所長の指示を受けること。また、土木事務所長は、必要によりあらか

じめ国土交通省河川事務所長と協議するものとし、資材運搬路を前もって選定する等の

措置に努め、河川巡視の際合わせて点検するものとする。 

 

（３）水防管理者は、資材の確保のため重要水防区域近在の竹、立木、木材等を調査すると

ともに、資材確保のため業者と必要に応じ協議しておき、緊急時調達しうる数量を確認

して、その補給に備えなければならない。また備蓄器材が使用又は損傷により不足を生

じた場合は、直ちに補充しておくものとする。 

 

（４）水防管理者は、備蓄資器材では不足するような緊急事態に際して、国の応急復旧用資

器材又は県の備蓄資器材を使用する場合には、国土交通省木曽川上流河川事務所長又は

岐阜土木事務所長に電話にて承認を受けるものとする。 

 

（５）緊急資材等の輸送は、実施する班において行い、補給資材及び運搬用・連絡用可動車

輌の掌握については、岐阜市地域防災計画により定められた部局が担当するものとする。 

 

（６）水防管理者は、水防活動において必要であると判断した場合、岐阜市長良川防災・健

康ステーションを使用し水防活動を行うことができ、当該施設を使用できるよう日頃よ

り維持管理するものとする。 

 

 

第１節 水防施設 
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第 4章 水防施設 

第 2節 排水機場、水門等 

第２節 水門等 

 

（１）河川区間の排水機場、水門 

水防上重要な水門等は、本編資料「８．水防上重要な関係を有する水門等一覧」及び

「９．排水機場等一覧」のとおりである。 

管理者は、常に当該施設が充分その機能を発揮できるよう努めるとともに、特に、水

防時においては、適正な操作を行い、水害の軽減、防止に努めるものとする。 

管理者は、気象警報・注意報等及び洪水予報・水防警報の通知を受けたとき、又は雨

量、水位、流量等の気象状況を考慮し、洪水時又は洪水のおそれがあると認めたときは、

各施設の操作規則等に基づき、的確な操作を行うものとする。 

各排水機場等の操作規則の概要については「資料編 （２）操作要領」のとおりであ

る。 

 

（２）連絡等 

排水機場、水門等の管理者は、各施設の操作規則等に基づき、放流等の情報を必要に

応じ所管事務所、下流地域等の水防管理団体に迅速に連絡するものとする。 

 

 

 

 

第２節 排水機場、水門等 



 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

第１節 予報及び警報 

第２節 気象予報等の情報収集 

第３節 通信連絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 情報連絡 




